



























































































































４品目の平均値 テレビ 電気冷蔵庫 電気洗濯機 エアコン












100% 851円 34円 245円 154円 1,191円
第２次物流費 621円 719円 2,345円 1,324円 1,853円
費用
（変動費）
第３次物流費 318円 54円 675円 99円 638円
直接処理費用 600円 809円 809円 539円 1,079円
人件費 1,134円
減価償却費等 422円 500円 1,630円 920円 1,289円
費用 地代ケース１ 170円
（固定費） 地代ケース２ 0
物件費 処理費用に含む 251円 468円 280円 454円










































































































６時間 ８時間 10時間 12時間
変動費 第２次物流費 テレビ 425 425 425 425
電気冷蔵庫 1,003 1,003 1,003 1,003
電気洗濯機 425 425 425 425
エアコン 867 867 867 867
第３次物流費 テレビ 225 225 225 225
電気冷蔵庫 531 531 531 531
電気洗濯機 225 225 225 225
エアコン 459 459 459 459
直接処理費用 テレビ 400 400 400 400
電気冷蔵庫 944 944 944 944
電気洗濯機 400 400 400 400
エアコン 816 816 816 816
固定費 人件費 テレビ 775 575 450 375
電気冷蔵庫 1,829 1,357 1,062 885
電気洗濯機 775 575 450 375
エアコン 1,581 1,173 918 765
減価償却費 テレビ 275 225 175 150
電気冷蔵庫 649 531 413 354
電気洗濯機 275 225 175 150
エアコン 561 459 357 306
地代ケース１ テレビ 125 100 75 50
電気冷蔵庫 295 236 177 118
電気洗濯機 125 100 75 50
エアコン 255 204 153 102
地代ケース２ テレビ 0 0 0 0
電気冷蔵庫 0 0 0 0
電気洗濯機 0 0 0 0
エアコン 0 0 0 0
その他経費 テレビ 450 350 275 225
電気冷蔵庫 1,062 826 649 531
電気洗濯機 450 350 275 225


















合計 ６時間 ８時間 10時間 12時間
テレビ リサイクル歩留 60% 156 2,700 2,856 2,675 2,300 2,025 1,850
リサイクル歩留 70% 182 2,700 2,882 2,675 2,300 2,025 1,850
リサイクル歩留 80% 207 2,700 2,907 2,675 2,300 2,025 1,850
リサイクル歩留 90% 233 2,700 2,933 2,675 2,300 2,025 1,850
リサイクル歩留100% 259 2,700 2,959 2,675 2,300 2,025 1,850
電気冷蔵庫 リサイクル歩留 60% 364 4,600 4,964 6,313 5,428 4,779 4,366
リサイクル歩留 70% 424 4,600 5,024 6,313 5,428 4,779 4,366
リサイクル歩留 80% 485 4,600 5,085 6,313 5,428 4,779 4,366
リサイクル歩留 90% 545 4,600 5,145 6,313 5,428 4,779 4,366
リサイクル歩留100% 606 4,600 5,206 6,313 5,428 4,779 4,366
電気洗濯機 リサイクル歩留 60% 136 2,400 2,536 2,675 2,300 2,025 1,850
リサイクル歩留 70% 158 2,400 2,558 2,675 2,300 2,025 1,850
リサイクル歩留 80% 180 2,400 2,580 2,675 2,300 2,025 1,850
リサイクル歩留 90% 203 2,400 2,603 2,675 2,300 2,025 1,850
リサイクル歩留100% 225 2,400 2,625 2,675 2,300 2,025 1,850
エアコン リサイクル歩留 60% 1,387 3,500 4,887 5,457 4,692 4,131 3,774
リサイクル歩留 70% 1,619 3,500 5,119 5,457 4,692 4,131 3,774
リサイクル歩留 80% 1,850 3,500 5,350 5,457 4,692 4,131 3,774
リサイクル歩留 90% 2,081 3,500 5,581 5,457 4,692 4,131 3,774



























再生素材売却益 ユーザー分担金 合計 ６時間 ８時間 10時間 12時間
テレビ 34 2,700 2,734 2,764 2,574 2,460 2,384
電気冷蔵庫 245 4,600 4,845 6,734 6,113 5,741 5,493
電気洗濯機 154 2,400 2,554 3,645 3,386 2,944 2,944


























































費用 収入 費用 収入
テレビ 380 451 719 1,080
電気冷蔵庫 1,240 720 2,345 1,840
電気洗濯機 700 480 1,324 960






























テレビ 電気冷蔵庫 電気洗濯機 エアコン
⒜破砕処理費用単価（円/kg） 30 30 30 30
⒝破砕処理重量（kg） 19 62 35 49
⒞＝⒜ ⒝（円/台） 570 1,860 1,050 1,470
⒟最終処分費用単価（円/kg） 35 35 35 35
⒠重量（kg） 19 62 35 49
⒡再商品化率（％） 66 57 56 75
⒢＝⒟ ⒠ ｛1－⒡｝（円/台） 226 933 539 429
⒣フロン回収費用単価（円/台） 0 1,412 0 1,412
⒤再商品化等処理費用単価





































鉄 2.4 620 11% 29.6 24,894 57% 15.2 2,478 64% 22.3 2,285 22%
銅 0.8 3,874 68% 0.1 1,577 4% 0.1 306 8% 1.1 2,113 20%
アルミニウム 0.1 571 10% 0.006 112 0.3% 0.05 180 5% 1 2,267 22%
非鉄・鉄等
の混合物
0.07 68 2% 5.4 17,030 39% 1.5 917 24% 9.9 3,804 36%























処理費用 796 25,696 4,205 442,051 1,589 32,384 3,311 42,404
ユーザー分担金収入 1,978 63,884 3,660 384,758 1,680 34,238 2,430 31,121
再生素材売却益 ― 5,702 ― 43,613 ― 3,881 ― 10,469


































処理費用 1,770 360,843 3,492 511,774 1,814 233,476 3,533 230,207
ユーザー分担金収入 1,350 275,219 2,300 337,079 1,200 154,450 1,750 114,028
再生素材売却益 ― 38,482 ― 76,873 ― 33,879 ― 61,673


























鉄 1.8 2,936 8% 25.7 30,132 40% 10.2 10,503 31% 14.1 7,350 12%
銅 1 30,580 79% 0.3 6,595 9% 0.2 3,861 11% 1.8 17,593 29%
アルミニウム 0.02 722 2% 0.09 2,335 3% 0.06 1,367 4% 0.1 1,153 2%
非鉄・鉄等
の混合物
0.07 428 1% 8.6 37,811 49% 4.7 18,148 54% 18.2 35,577 58%














































































































システムＡ 796 1,978 177 4,205 3,660 415 1,589 1,680 190 3,311 1,750 817
システムＢ 1,770 1,350 189 3,492 2,300 525 1,814 1,200 263 3,533 1,750 947
自治体 5,326 ― 11 15,605 ― 105 5,327 ― 47 10,871 ― 91
１：自治体の費用は，回収費用を含んだ数値である．
２：算出方法は，文中を参照．
３：単位は円/台である．
（出所）ヒアリング調査，初年度実績，経済産業省〔2001〕，竹ヶ原〔2001〕22～24ページ及び福田・高山〔2001〕
65ページをもとに再試算したデータより作成．
33）神鋼リサーチ株式会社〔1999〕５ページ．
34）環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部企画課リサイクル推進室〔2002〕を参照．また環境省は，同
様のアンケートを2001年４月と10月に行っている．
35）㈳全国都市清掃会議調査普及部が家電リサイクル法施行前に行ったアンケート調査では，「行政回収を
行わない」（「義務外４品目のみ行政が回収し，義務4品目は回収しない」を含む）が94.6％であった．
36）サンプルは，市区町村数3,006，人口12,345万人である．
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費用を含む）は，テレビが5,326円，電気冷蔵庫が15,605円，電気洗濯機が5,327円，エアコ
ンが10,871円である ．
これに対して，消費者から受け取る処理費用は無料という自治体が全体の94％であった．ま
た，一般電器店で回収された使用済み家電製品の約40％を自治体が低価格で引き取っていた．
具体的には，テレビが878円，電気冷蔵庫が1,016円，電気冷蔵庫が761円，エアコンが1,215
円であった ．ただし，大型量販店からの回収はほとんど行っていなかった ．
また，唯一の収入源である再生素材売却益は，テレビが11円，電気冷蔵庫が105円，電気洗
濯機が47円，エアコンが91円であった ．
以上より，自治体の使用済み家電製品の処理は，大幅な採算割れの状況であった．
民間主導のリサイクルシステムに転換されたことによって，行政の関与は大幅に減少し，処
理費用の大幅な削減及び再生素材売却益の大幅な増加をもたらした．よって，EPRの概念を導
入したことによって，社会的費用の削減を実現したといえる ．
Ⅳ 小 括
東海・北陸地方をモデルとして利益損失分析を行った結果を踏まえて，今後，家電リサイク
ルが「環境経営」として成立するための条件を検討する．
まず社会的費用の変化について検討する．両システムと自治体を比較すると，表11からも分
かるとおり，「拡大生産者責任」の概念の導入によって，行政主体から民間主体に移行した結果，
社会的費用の削減には一定の成果を挙げているといえる．
しかし，「環境経営」の観点からは，「環境経営」の成立のための一条件，利益の創出は満た
していない．そこで，「環境経営」としてリサイクルシステムを成立させるための現時点での課
題は，以下の３点である．
第１は，物流費の削減である．この課題は両システムが直面しているものである．Ⅲ４⑴で
37）経済産業省〔2001〕の数値を用い，算出したものである．
38）㈶家電製品協会〔1991〕の調査結果に加重平均を行い，算出したものである．
39）㈶家電製品協会〔1991〕によると，大型量販店が回収業者へ委託する割合は，93％であった．委託費用
の平均値は，テレビが1,431円，電気冷蔵庫が1,574円，電気洗濯機が1,427円，エアコンが1,522円で
あった．
40）経済産業省〔2001〕の数値を用い，算出したものである．
41）本稿では，不法投棄の問題を加味していない．よって，不法投棄の影響に関しては，今後の課題とする．
環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部企画課リサイクル推進室〔2002〕のアンケート調査でも，2001
年度に不法投棄された使用済み家電製品に関して，76％の市区町村が回収したと答えている．不法投棄の
費用負担や不法投棄の防止対策に係る費用は，基本的に自治体負担である．同アンケートでの市区町村に
おける財政負担の変化についての結果は次のとおりである．「全体として負担は増加している」は35％，「現
段階で判断はできない」が35％，「変化していない」が23％であった．
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述べたように，唯一の収入源であるユーザー分担金は，他社との競争に打ち勝つために低減を
目標としているため，不確定要素である．そこで，事業を安定させるためには，効率的な物流
網の形成及び効率的な輸送方法を開発することで，費用の削減を図ることであると考える．
第２は，再商品化率の向上とともに，処理費用の削減を図ることである．両システムの比較
において，特に再商品化率の向上が課題となっているのはシステムＡである．Ⅲ４⑵で述べた
ように，システムＡは，前工程の手分解が浸透していないことに原因がある．よって，効率的
で採算性が確保できる手分解の方法を開発し，浸透させる必要があると考える．
また，特に処理費用の削減が課題となっているのはシステムＢである．Ⅲ４⑵で述べたよう
に固定費の問題が存在する．福田・高山〔2001〕や竹ヶ原〔2001〕が指摘するように稼働率に
よって処理費用が変化するため，稼働率を上げることが処理費用の削減を図る１つの方法であ
る．
第３は，再生素材の用途の多様化と純度の向上及び新たな再生素材市場の形成によって，再
生素材売却益の増加を図ることである．この課題は両システムが直面しているものである．Ⅲ
４⑵で述べたように，両システムとも特定の再生素材に依存している傾向がある．また，再生
素材の需要が先細りになってきたという市場の問題を含んでいる．
また，これらの課題に対応し，「環境経営」として成立させていくには，静脈産業だけの対応
では限界があると考える．そこで，動脈部分である製品の設計段階から静脈部分を意識したも
のに変えていく必要がある．松下電器では，材料の統一化，部品の共通化・共用化，設計のユ
ニット化の３点を強力に推し進める計画である ．これらのことは，再生素材の分別の簡素化や
解体時間の短縮に結びつく．他の家電メーカーも製品の設計段階からの見直しや再商品化等処
理のノウハウの蓄積や技術革新を推し進めている（詳しくは羽田〔2003〕を参照）．
以上に対応するために，静脈産業内部化型のリサイクルプラントに，研究開発部門が設置さ
れている ．研究開発部門の目的は，処理過程で得られた情報やノウハウを設計・開発部門に
フィードバックすることである．これによって，動脈部分である設計段階からリサイクル性に
優れた製品の開発やリサイクル技術の促進が活発になり，リサイクル率の向上，処理コストの
低減，再生素材の多様化，再商品化率の向上及び環境負荷の低減に影響を与えることになる．
つまり，この研究開発機能は，現時点での課題である第２，第３に対応するものである．よっ
て，長期的なスパンで捉えた場合，この研究開発部門が最も重要になってくると考える．研究
開発部門の機能に関する詳細な分析は，今後の課題とする．
最後に，先行研究に対する本稿の位置づけを行う．前述したように，本稿の独自性は次の３
42）『日経エコロジー』1999年９月号，18ページ．
43）静脈産業外部委託型のリサイクルプラントもコスト削減及び再商品化率の向上を目指して，各企業対応
で対策を講じている．この点に関しては，羽田〔2003〕を参照．ただし，静脈部分だけの対応になり，動
脈部分への影響は現時点では見られない．
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点である．①初年度実績（2001年）を用い，ヒアリング調査を重視している点，②システムＡ
とシステムＢの利益損失分析を行い，システムＡとシステムＢ及び行政の費用便益の観点から
比較を行っている点，③利益損失分析を受けて，「環境経営」への転換に向けての現時点での課
題を抽出している点，である．これらの観点から，本稿は，既存研究をさらに発展させ，循環
型産業システムの転換に向けて，１つの視点を提示したということである．
今回の利益損失分析は，初年度の実績だけで分析せざるをえなかった．このため，今後の課
題は，この利益損失分析を時系列的なものに発展させていく必要があると考える．
（謝辞）本稿の作成にあたり，筆者の調査活動にご理解を頂き，快くご協力してくださいまし
た朝日金属㈱，㈱エコロジーネット，グリーンサイクル㈱，西濃運輸㈱，日本通運㈱，ハリタ
金属㈱，松下電器産業㈱，㈱松下エコテクノロジーセンター，㈱松山商店，三菱電機㈱の皆様
方および名古屋市立大学経済研究所のセミナーにおいて参加者の皆様方から有益な御助言，御
指導を頂きました．心から御礼申し上げます．尚，本稿の誤りはすべて筆者に帰するものであ
ります．
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